
























【工法】　　共通工－擁壁工 技術詳細説明資料 様式３

技術の名称 アデムウォール

開発会社名 前田工繊株式会社

ＮＥＴＩＳ登録番号 ■登録済み：登録番号【KK-020061-V】　　　　　□未登録

申請先の地方整備局 近畿地方整備局　近畿技術事務所

分類 〔レベル1：共通工〕　〔レベル2：擁壁工〕　〔レベル3：補強土擁壁工〕　〔レベル4：その他〕

使用可能な工事の種類 道路盛土工事、橋台アプローチ盛土工事、トンネル坑口壁工事、多段積み盛土工事

技術名称 テールアルメ工法

選定理由

申請者記入欄 備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞

イニシャルコスト 80壁㎡当り工事価格
３,７１５,０１１円／80壁㎡ ２,５５１,３６３円／80壁㎡ 約３１％向上

ランニングコスト 　－ － － －

その他 　－ － － －

トータルコスト 壁㎡当り工事価格 ４６，４３７円/壁㎡ ３１，８９２円／壁㎡ 約３１％向上

申請者記入欄 備考

中 小 ①現行基準値等
②申請技術について実証によ
り確認した数値等

③従来技術との比較＜結果＞

構造 設計基準

「補強土(テールアルメ)壁工法
設計・施工マニュアル」　(財)土
木研究センター　による

「アデムウォール（補強土壁）工
法設計・施工マニュアル」アデ
ムウォール協会、「ジオテキス
タイルを用いた補強土の設計・
施工マニュアル」 　(財)土木研
究センター　による

各々工法特有の設計基準と
なっている

内的安定検討での主働領域の決定

すべり線固定法(2直線滑り) すべり線変動法(円弧すべり)
各々工法特有の設計基準と
なっている

施工段階 作業員に対する事故等の発生

｢土木工事安全施工技術指針｣
の｢第1章総則、第2章安全措
置一般｣による

作業員に対する事故等の実績
件数は0件である。

同等である。

※仮設工については施
工段階の安全性は含ま
ない。

第３者に対する事故等の発生

・第３者に対する事故等の発生
がないこと。
・「土木工事安全施工技術指
針」の「第1章総則、第2章安全
措置一般」による

第3者に対する事故等の実績
件数は0件である。

同等である。

物性 壁面材
アルカリ骨材反応の抑制対策 安全と認められる骨材の使用：

骨材のアルカリ反応試験で無
害と判定される骨材を使用す
る。

アルカリ総量を規制する抑制対
策の方法による

2.13kg/m
3
＜3.0kg/m

3
（規格値）

同等である。

壁面材
アルカリ骨材反応性試験

（化学法）融解シリカ量（Sc）が
10mmol/ 以上で、アルカリ濃
度減少量（Rc）が700mmol/ 未
満のとき、融解シリカ量（Sc）が
アルカリ濃度減少量(Rc）以上
となる場合、骨材を”無害でな
いもの”と判定し、それ以外の
場合を”無害”と判定する。

（モルタルバー法）３本のモリタ
ルバーの平均膨張率が6ヶ月
後に0.100%未満の場合は”無
害”とし、0.100%以上の場合は”
無害ではない”とする
平均0.021%＜0.100%（規格値）

同等である。

壁面材
コンクリート中の塩化物含有量

コンクリート中の塩化物イオン
量測定により全塩化物イオン

が0.3kg/m3である。
平均値2.13kg/m3＜0.3kg/m3 同等である。

補強材（形状　寸法等）

自社基準
（幅、長さ、重量等）

アラミド繊維+高密度ポリエチレ
ン
耐薬品性試験において、強度
はほとんど低下しない。

・高分子材料を使用し、腐蝕劣
化防止、リサイクル環境にも配
慮している。

補強材（引張特性）

ジオテキスタイルの引張試験
（性能評価試験法、日本工業
規格ＪＩＳＬ１９０８）

アデムは高強力・低伸度の材
料であり、４～６％の伸び率で
最大強力を発揮する。

盛土補強材として一体性に優
れ、品質管理強度および製品
基準強度を満足する適切な引
張強さ特性を有していることが
確認できた。

補強材（クリープ特性）

クリープ試験　１０００時間以上
「ジオテキスタイルを用いた補
強土の設計・施工マニュアル」
(財)土木研究センター

クリープを考慮した設計強度（Ｔ

ｃｒ）に対して、そのひずみは１０
６
時間（約１００年）後も約５％
以下であり、破断しないものと
推定される。

長時間にわたる荷重に対する
引張強さの低減は、実用上差
し支えない範囲にあることが確
認できた。

補強材耐（衝撃性）
耐衝撃性試験　試料土　まさ
土、砕石、岩ずり、振動ロー
ラーで７回転圧。「ジオテキスタ
イルを用いた補強土の設計・施
工マニュアル」 　(財)土木研究
センター

試験体の引張試験の結果、3
種類の盛土材料に対して90％
以上の強さ保持率が認めら
れ、衝撃による強度低下は極
めて少ないことが検証された。

適正な施工管理下において、
衝撃後の強さ保持率が確保さ
れ、十分な耐衝撃性を有して
いることが確認できた。

補強材（耐薬品性）

耐薬品性試験　参考試験ＪＩＳＬ
Ｋ７１１４　「ジオテキスタイルを
用いた補強土の設計・施工マ
ニュアル」 　(財)土木研究セン
ター

上に述べた衝撃試験後に耐薬
品性試験を行なった結果、
90％以上の強さ保持率が示さ
れており、薬品による強度低下
は極めて少ないことが検証さ
れた。

一般的な施工条件の下では特
に問題の無いことが確認でき
た。

大

経済性

評価項目

大

テールアルメ工法は、従来からある補強土擁壁工法として高い評価を得ており、数多くの施工実績を有する工法である。
申請技術は、ジオテキスタイルを用いた補強土擁壁で、コンクリートブロックと変形吸収層を用いた二重壁構造を有し壁面近傍での十分な転圧と変形吸収特性から、
壁面への作用土圧と完成後の変形を小さくすること、また、主要構造部品はコンクリートと高分子材料であり、金属の使用がなく腐蝕や錆びによる耐久性の低下を改
善する目的で開発した工法であることから、従来技術としてテールアルメ工法を選定した。

安全性

※労働安全衛生法上
の安全性等は含まな
い。

比較対象とする
従来技術

評価項目

耐久性



申請者記入欄 備考

中 小 ①現行基準値等
②申請技術について実証によ
り確認した数値等

③従来技術との比較＜結果＞

評価項目

大

壁構造

壁面材に直接盛土材が接する
ため、転圧不足による沈下や
壁面の変位を生じることがある

二重壁構造であるため、壁面
近傍の転圧に大型重機を用い
ることができ、壁面工に変位を
生じさせずに十分な転圧を行
える。

変形吸収層を設けることによ
り、沈下や壁面の変位を小さく
できる。

形状 敷設形状
従来は、ストリップ（帯状鋼材）
を線状補強材を線状に敷設し、
盛土の安定を図るものである。

ジオグリッドを面状に敷設し、
盛土の安定を図るものである。

面状に敷設することで、補強効
果が大きくなる。

支持力

補強土(テールアルメ)壁工法
設計・施工マニュアル　技資1：
(財)土木研究センター
(常時：計算値)

・壁面直下：230.471kN/m
2

・盛土直下：154.000ｋN/m
2

地盤反力
（社内実験値　壁高さ9m）

・壁面直下：80kN/m
2

・盛土直下：350ｋN/m
2

（常時：計算値）

・壁面直下：141.4kN/m
2

・盛土直下：244.042kN/m2

（max）

地盤反力の大きさとしては同
程度であるが、壁面直下の地
盤反力が小さくなる。

能力 コンクリートパネルに作用する
水平土圧

現行基準なし
（壁面には変形吸収層の砕石
による土圧が作用するものとし
て、コンクリートパネル連結部
に作用する荷重を求める。）

コンクリートパネルに作用する
水平土圧の、計測値と計算値
の比較
ex　壁高さ9m　土被り厚8.55m
　計測値　3.5kN/㎡
　計算値　12kN/㎡
（「アデムウォール（補強土壁）
工法設計・施工マニュアル」付
属資料4）

補強盛土体と壁面材との間に
変形吸収層を設けた二重壁構
造とすることにより、壁面材に
は補強盛土体の土圧が直接
作用しない。壁面には変形吸
収層の砕石による土圧が作用
する。

健全度評価
（光ファイバーセンサー機能付
アデム） 基準等なし

（長期的な健全度の評価が困
難）

光ファイバーセンサー機能付ア
デムを盛土に敷設することによ
り、アデムに作用するひずみを
連続的、長期的に計測できる。

災害時などにおける補強土擁
壁の健全度評価に有効な手段
となる。

耐震性

補強土(テールアルメ)壁工法
設計・施工マニュアル　4.設計
による：(財)土木研究センター

模型振動台実験により、壁面
部と盛土内部の加速度をそれ
ぞれ計測した結果、壁面と補
強盛土体が一体となって挙動
することが確認された。

同等である。

コンクリートパネル規格

　検査方法　JISA5365
　外観検査JISA5372
　形状寸法JISA5372
　圧縮強度試験JISA1132

コンクリートの圧縮強度ｆ’

CK=30N/㎜
2
以上

同等である。

材料 変形吸収層

現行基準なし
（変形吸収層の幅200㎜、中詰
材：単粒度砕石）

・変形吸収層の中詰める材は、
沈下が生じにくい密な状態に
充填できる単粒度砕石を用い
る。
・単粒度砕石の規格:4号20～
30㎜、5号13～20㎜、6号5～13
㎜

変形吸収層を設けることによ
り、施工中は補強盛土体と壁
面材の間に一定の空間（200㎜
幅）ある。それにより、重機の
転圧荷重が壁面材に影響せ
ず、壁面近傍まで重機で十分
に転圧しすることが可能とな
る。

塩害対策
従来技術は主要な材料が金属
であるため、腐食に対する懸
念がある。

新技術は、構成材料が高分子
材料であるため腐食の心配が
ない。

塩害等による耐食性が向上す
る。

施工手順

施工方法

積上げ作業の容易なπ型形状
のブロックなど施工性に優れて
いる。
二重壁構造であるため、壁面
工への影響を考慮せずに補強
領域部の締固めが十分に行え
る。

工期の短縮が図られる。
安定性が向上する

施工 出来形管理基準
補強土(テールアルメ)壁工法
設計・施工マニュアル　6.施工
による：(財)土木研究センター

｢アデムウォール施工手順書
７．出来形管理基準｣の各出来
形規格値を参照

同等である。

完成物 施工管理基準
補強土(テールアルメ)壁工法
設計・施工マニュアル　6.施工
による：(財)土木研究センター

｢アデムウォール施工手順書
6.施工管理基準｣の各施工管
理基準を参照

同等である。

工程

７.８日／80㎡ 　６.５日／８０ｍ
2

工期の短縮が図られる。壁面
材（コンクリートパネル）が、自
立するため、設置・組み立てが
容易となる。

合理化 日当り施工量

１０．２㎡／日 　１２．３ｍ
2
／日

施工能力の効率化が図られ
る。二重壁構造であるため、壁
面近傍まで、重機による絞固
めが可能となり土工の作業の
施工能力が向上した。

壁面材の補修・取替え

従来技術では、壁面補修にお
いては、部分補修は可能で
あったが、全面補修は困難で
あった。

実証実験により補修の手順な
どを確認し、問題ないことが確
認できた。

壁面・盛土の独立性が高い二
重壁構造なので、壁面にクラッ
クなどが生じても盛土に大きな
ダメージを与えることなく、補
修・取替えが可能。

品質・出来形

施工性



申請者記入欄 備考

中 小 ①現行基準値等
②申請技術について実証によ
り確認した数値等

③従来技術との比較＜結果＞

評価項目

大

合理化 適用土質範囲

〔適用土質範囲〕
(細粒土)
　細粒分(74μ以下)の含有量
が25％以下。25～35％の場
合、別途対策が必要。
(粗粒土)
　最大粒径250～300mm以下。
空隙が残ることによりストリップ
表面の亜鉛メッキが劣化、耐
久性にも懸念がある。大きい
寸法の材料のみの場合、盛土
内のストリップ下面付近に空隙
を生じやすく摩擦効果に対する
懸念がある。

〔適用土質範囲〕
(細粒土)
　細粒分(74μ以下)の含有量
が50％以上でも可能。但し、液
性限界ＷＬ＜50％。ＷＬ≧50％

の場合盛土材の沈下が大きく
なるため、改良が必要。
(粗粒土)
　特記なし。但し、転圧可能な
粒径である必要がある。

面状の補強材アデムを使用し
ているため、帯状や棒状の補
強材を使用した他の補強土壁
に比べると、土質の適用範囲
が広い。

現場条件 壁高さ
・簡易的な鋼製枠を壁面材とし
て用いた一重壁構造のアデム
急勾配補強土壁工法におい
て、壁高さ２０ｍ以上の実績１
３件あり。その内最も古いもの
で、施工後１５年経過してい
る。

・壁面の構造が二重壁構造と
なり、アデム急勾配補強土壁
に比べ、壁面部の拘束効果が
向上した。
・壁高と上載盛土高さの合計
20ｍ程度まで（施工実績によ
り）

同等である。

適用範囲 壁面勾配

垂直壁のみ。勾配対応は多段
積みにて対応。

１：0.0～１：0.5
π型の形状をした自立ブロック
で壁面勾配を5分まで設定可
能。

自然条件 施工管理項目及び頻度
施工管理基準 － 同等である。

施工管理 熟練工への依存度
－ － 同等である。

難易度 リサイクル(現地発生土の利用)

原則として以下の２種類の材
料を用いる。
・細粒分の含有量が25%以下
の材料
・寸法が250mm以下の硬岩ず
りで大小の寸法のものが適度
に混合したもので締固めのし
やすい材料

面状の補強材アデムを使用し
ているため、帯状や棒状の補
強材を使用した他の補強土壁
に比べると、土質の適用範囲
が広い。

盛土材の適用範囲が広くなる
ため、現地発生土の再利用範
囲も広くなり、リサイクル性が
向上する。

社会環境 作業員環境
｢土木工事安全施工技術指針｣
の｢第1章総則、第2章安全措
置一般｣による

特に問題なし 同等である。

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等

積算基準等 　有　（　アデムウォール積算要領：アデムウォール協会（添付資料-9）　）　　
施工管理基準等 　有　（　アデムウォール施工手順書：自社基準　（添付資料-15）　）　　

その他

施工性

　無　（　ジオテキスタイルスタイルを用いた補強土の設計･施工マニュアル改訂版：(財)土木研究センター　に準拠　（材料特性につい
ては建設技術審査証明書 「アデム」による）　）

周辺環境への影響

その他
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